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受益者の皆様へ 

 

平素より格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、プラチナ・トラスト－ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建）（以

下｢ファンド｣といいます。）は、2017年５月31日に満期償還致しましたので、運用状況をご報

告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

   
 

 

 

  



 

ファンドの仕組みは以下のとおりです。 
 

フ ァ ン ド 形 態 ケイマン籍オープン・エンド契約型公募外国投資信託 

信 託 期 間 

プラチナ・トラストは、有価証券報告書「ファンドの解散」に定めるいずれかの

方法により終了しない限り、信託証書の日付から150年間継続します。なお、ファ

ンドは、2017年５月31日に満期償還しました。 

運 用 方 針 

アジア太平洋地域に焦点をあてたファンド・オブ・ヘッジファンズへの間接的な

投資を通じて、絶対的かつリスク調整された長期にわたる優れた利回りを提供す

ることです。 

主 要 投 資 対 象 米ドル建てのパフォーマンス連動社債 

ファンドの運用方法 
ファンドの資産のほぼすべてを米ドル建てのパフォーマンス連動社債へ投資する

ことにより運用を行いました。 

主 な 投 資 制 限 

ファンドの投資制限 

① ファンドの投資対象は、以下の資産に限定されます。 

（ⅰ）一連のパフォーマンス連動社債、または 

（ⅱ）現金等価物もしくは預金 

② ファンドは、空売り取引を行いません。 

③ ファンドは、無限責任を負うこととなるいかなる資産も取得しません。 

④ ファンドは、（ⅰ）いかなる種類の株式または出資への投資も行わず、また（ⅱ）

株式に投資する契約型投資信託の証券および会社型投資信託の株式を含む投

資信託の株式や受益証券に投資を行いません。 

⑤ 信託証書において、一切の借入れが禁止されています。 

連動先ファンドの投資制限 

ＭＣＰアンブレラ・ファンドの取締役は、以下の投資制限に従います。 

連動先ファンドは、 

① 連動先ファンド投資顧問会社が投資顧問会社を務めるファンドまたはユニッ

ト・トラストに投資しません。 

② 土地または建物（または連動先ファンドが取得する証券により表章されるもの

を除き、これらに関するオプション、権利もしくは利益）に直接投資しません。

③ 物理的商品、商品オプションおよび商品ベースの投資対象に投資しません。 

分 配 方 針 

受託会社は、管理会社と協議した後または管理会社の裁量により分配を宣言する

ことができますが、現時点において、受託会社および管理会社はファンドに関し

て分配を宣言する予定はありません。 

上記は、将来の分配金の支払およびその金額について保証するものではありません。
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Ⅰ．前期までの運用の経過等 
 
ファンドは、主として、アジア特化型の米ドル建ファンド・オブ・ヘッジファンズ『ＭＣＰアジア・

パシフィック・ファンド・オブ・ファンズ・クラスＡ（米ドル建）』（以下「連動先ファンド」といい

ます。）のパフォーマンスを参照するパフォーマンス連動債に投資し、連動先ファンドのパフォーマン

スをうけてファンドの純資産価格は変動しました。 

 

第１期（2007年５月24日～2007年12月31日） 

2007年12月31日現在、ファンドの0705シリーズの設定来の運用実績は約5.02％の上昇となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

連動先ファンドは、2007年下期を通して約20～30ファンドを維持し、幅広く分散投資を行いました。 

ヘッジファンドの投資戦略別配分については、株式ロング・ショート戦略の投資比率を比較的高位に

維持しておりましたが、期中には投資比率を若干減らし、マルチ・ストラテジー戦略を増やしました。

８月の株式市場は、ここ数年で最も変動が激しく厳しい月でしたが、ボラティリティ（市場の変動性）

に焦点を当てたマルチ・ストラテジー戦略が、こうした下落局面で大きな利益を上げました。地域別配

分については、日本への投資比率を若干減らし、今後も高い成長が見込まれる中華圏およびインドへの

投資比率を引き上げましたが、基本的にファンドの基本運用方針通り、幅広い国・地域に分散投資を行

いました。 

2007年は、サブプライムの信用問題によるクレジット市場の崩壊、インフレリスクの上昇、リスク回

避傾向の拡大を受けて、ボラティリティが高まった年でしたが、アジアは依然として魅力的な投資機会

が溢れていると見て、連動先ファンドでは、変化の著しい金融市場のリスクを警戒し下落リスクを回避

しながらも、一方で上昇時のリターンも逃さないようにポートフォリオ運営を継続しました。 

2007年の連動先ファンドの運用は堅調で、リターンの絶対水準およびリスク調整後の水準ともに高水

準を維持する結果となりました。 

 

第２期（2008年１月１日～2008年12月31日） 

2008年12月31日現在、ファンドの0705シリーズの設定来の運用実績は約8.83％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

連動先ファンドは、2008年を通して幅広く分散投資を行いました。 

投資戦略別配分については、比較的高位に維持していた株式ロング・ショート戦略の投資比率を徐々

に引き下げ、７月以降はマクロ戦略を大幅に増やしました。その結果、年初に約11％であったマクロ戦

略の投資比率は、12月末時点では約50％となりました。前述の様に当期はアジア株式市場が大きく下落

した影響を受けて連動先ファンドのパフォーマンスもマイナスとなりましたが、マクロ戦略のファンド

は相対的に堅調に推移し、パフォーマンスに主にプラスに貢献しました。 
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第３期（2009年１月１日～2009年12月31日） 

2009年12月31日現在、ファンドの0705シリーズの設定来の運用実績は約8.15％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

連動先ファンドは、2009年を通して幅広く分散投資を行いました。 

2009年に入っても、依然として金融市場や企業の業績見通しは不透明だったことから、慎重かつ保守

的な姿勢を維持しました。このことが、３月中旬にかけてのアジア株式市場全体の大きな下落局面から

受けるマイナスの影響を、比較的軽微に抑えた結果につながりました。 

３月以降は、多くの市場で株価が大きく上昇しましたが、依然として企業収益の低迷に底打ちが確認

されていないことや、株価急騰後の下落リスクに備える必要があると考え、引き続き慎重な姿勢で運用

を行いました。一方、年後半からは、アジア市場は最悪期を脱し、今後は企業のファンダメンタルズを

反映する市場環境へと徐々に移行すると判断したことから、企業間格差が明確になっていくと考え、相

対的に上昇局面に強いと考えられる株式ロング・ショート戦略への組入れ比率を高めてまいりました。

特に、汎アジア地域や中国特化型、日本特化型の株式ロング・ショート戦略のファンドに投資機会があ

ると考え、徐々に組入れ比率を高めてまいりました。上記のような運用の結果、2009年末現在での戦略

別配分の上位は、マクロ約37％、株式ロング・ショート約33％、コモディティ約９％となっております。 

地域別配分については、分散投資に留意し、幅広い国・地域に投資を行いました。今期は香港への投

資比率を減らした一方、日本株式市場に割安感や多くの裁定機会があると考え、徐々に日本への投資比

率を引き上げました。結果として、2009年末現在での地域別配分上位は日本約24％、香港約18％、中国

約10％となりました。 

 

第４期（2010年１月１日～2010年12月31日） 

2010年12月31日現在、ファンドの2010年度の0705シリーズの運用実績は約0.99％の下落、設定来の

0705シリーズの運用実績は約8.95％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

１年を通してアジアの株式市場は全般的に堅調な展開となり、当期におけるMSCIアジア太平洋指数の

上昇率は＋14.3％となりました。好調な企業業績、先進国の金融緩和がもたらす豊富な流動性がアジア

の株式市場の上昇をもたらしました。一方、中国の株式市場は国内景気が好調であるにもかかわらず、

不動産市場の過熱や物価の上昇を抑えるために金融引き締めが強化されたことが嫌気されて軟調に推

移しました。日本の株式市場も円高の進行を受けて下落基調が続きました。 

連動先ファンドは、企業のファンダメンタルズを反映する市場環境を想定し、株式ロング・ショート

戦略への組入れ比率を高めてまいりました。しかしながら、連動先ファンドで組み入れていたファンド

の多くは、個別銘柄選択を重視したファンドであったため、マクロのニュースや統計データにより短期

的に反応する市場環境下では個別銘柄選択の効果が十分に発揮されず、結果的に連動先ファンドの株式

ロング・ショート戦略はマイナスに影響しました。一方で、クレジット戦略やコモディティ戦略では順

調に収益を計上することができました。 

地域別配分については、分散投資に留意し、幅広い国・地域に投資を行いました。結果的に中国株式

市場の下落の影響を最小限に抑えることができました。 
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第５期（2011年１月１日～2011年12月31日） 

2011年12月31日現在、ファンドの2011年度の0705シリーズの運用実績は約4.87％の下落、設定来の

0705シリーズの運用実績は約13.38％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

アジアの株式市場は前半は比較的堅調に推移しましたが、夏場以降は欧州債務危機を受けて下落基調

となり、最終的に当期におけるMSCIアジア太平洋指数の下落率は－17.3％となりました。特に中国では

継続的な預金準備率の引き上げや地方政府の債務問題、企業統治に対する懸念などを受けて投資家心理

が悪化し、株式市場は大幅な下落となりました。日本の株式市場も３月の東日本大震災や円高の進行を

受けて下落基調が続きました。 

連動先ファンドは、マクロのニュースや統計データに振り回される市場環境を想定し、株式市場の動

きに左右されにくいヘッジファンドの組入比率を高めてまいりました。中でも新たに組み入れた日本株

戦略ヘッジファンドは、大きく振られる市場環境においても機動的にポジション調整を行い、ロングだ

けでなくショートサイドからも収益を上げることができるため、日本株市場が大きく下落する局面にお

いても好パフォーマンスを計上しました。一方で、アジア株戦略は株式市場が大幅に下落する環境下で

グロスエクスポージャーを減らし、ヘッジポジションを積み増すことによって慎重な運用を心掛けまし

たが、市場の急激な下落にポジション調整が間に合わずマイナスの影響を受けました。尚、クレジット

戦略やマクロ戦略では順調に収益を計上することができました。 

地域別配分については、分散投資に留意し、幅広い国・地域に投資を行いました。結果的に中国株式

市場の下落の影響を最小限に抑えることができました。 

 

第６期（2012年１月１日～2012年12月31日） 

2012年12月31日現在、ファンドの2012年度の0705シリーズの運用実績は0.38％の上昇、設定来の0705

シリーズの運用実績は13.05％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

アジアの株式市場は、米国の景気回復期待が高まったことや中国で予想を上回る経済指標の発表が相

次いだことから投資家のリスク選好が高まり、期首は堅調な展開となりました。しかし５月に入ると、

第２四半期の企業業績が厳しい内容となったことなどから中国の景気減速懸念が台頭し、株価は下落基

調に転じました。夏場以降は欧州中央銀行（ECB）による国債購入プログラムや米国連邦準備制度理事

会（FRB）による量的金融緩和第３弾（QE3）が発表されたことなどを好感して株式市場は再び上昇基調

となり、最終的に当期におけるMSCIアジア太平洋指数の上昇率は＋13.6％となりました。 

連動先ファンドは、マクロ環境や当局の政策対応に一喜一憂する市場環境が続くと考え、短期的な株

式市場の動きに左右されにくいヘッジファンドの組入比率を高めてまいりました。連動先ファンドが組

み入れている日本株戦略ヘッジファンドは、大きく振られる市場環境においても機動的にポジション調

整を行い、ロングだけでなくショートサイドからも収益を上げることができるため、１年を通して安定

的なリターンを計上することができました。また主に日本のクレジットに投資するヘッジファンドは、

ロングしている債券が値上がりしたことに加えて、ヘッジとしてトレードしている株式オプション戦略

もまた収益に貢献しました。一方、アジア株戦略は中国株式市場が不安定な動きとなる中、グロスポー

ジャーを減らし慎重な運用を行ったことから期末にかけての株式市場の上昇を捉えることができず、僅

かながらマイナスの影響を受けました。尚、クレジット戦略やマクロ戦略では順調に収益を計上するこ

とができました。   
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第７期（2013年１月１日～2013年12月31日） 

2013年12月31日現在、ファンドの2013年度の0705シリーズの運用実績は8.91％の上昇、設定来の0705

シリーズの運用実績は5.30％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

2013年は１月には米国の財政の崖問題を抱えたまま、スタートしましたが、米国の歳出強制削減の凍

結等を含む法案が可決すると、株式市場は堅調に推移しました。欧州ではECBが金融緩和策の維持を約

束し、日本でもリフレ政策が実施され、これを背景として投資家の投資意欲は強く、全世界的に市場は

堅調に推移しました。しかし、５月にバーナンキ議長が、量的金融緩和策の縮小の可能性に言及すると

市場は調整し、年の後半にかけてはFRBの動きを見ながらリスク資産を購入してゆく形となりました。

年間を通して、米国のファンダメンタルは好調で、雇用統計、住宅指標、ISM指数などは良好な数字が

発表され、経済的な力強さを感じさせる年となりました。米国のみならず、欧州も金融危機から順調に

回復し、非常に好調な一年を終えることができました。 

アジア市場でも、年初は中国も好調で、良好な経済指標を反映して堅調なスタートを切りました。日

本でも、アベノミクスがもたらす金融緩和および円安が国内の景気に刺激を与えるとの思惑から、株式

が堅調に推移しました。しかし、バーナンキ議長の発言を受けて市場が調整を始めた同時期に、中国で

は過剰融資によるデフォルト懸念が台頭し、投資家が慎重な姿勢を取り始めました。また、日本でも、

ここ数か月続いていた日本株の上昇に過熱感が存在したのもあり、５月以降には大きく調整してそのま

ま、年末を迎えることになりました。当期におけるMSCIアジア太平洋指数の上昇率は＋9.3％となりま

した。 

連動先ファンドは、欧州における財政状況の改善、米国のファンダメンタルの強さ、アジアにおける

潜在的な経済発展から、株式投資を取り巻く状況が改善するだろうという判断から、株式ロング・ショ

ート戦略へのアロケーションを増やしてきました。また、連動先ファンドは市場の上昇を狙ったファン

ドではなく、安定した収益を目的とするファンドであることから、株式市場の上昇よりも株式市場が活

況化することによる収益機会を捉えることを重視し、買い持ちのポジションに偏ることなく、機動的に

ポジションを構築できるヘッジファンドを探して来ました。 

この結果、日本株戦略ヘッジファンドからは、上昇相場の期間のみではなく年間を通して安定した収

益を得ることができました。また、中国株戦略ヘッジファンドからも年の前半には大きくリターンを上

げることができました。更に、日本のバンク・キャピタルに投資するヘッジファンドについても、安定

的なクレジット・マーケットが好影響を与え、安定した収益が得られました。一方、戦略の分散の観点

から保有していたマクロ戦略ヘッジファンドについても、日本株の上昇、円安のトレンド、世界的な金

利低下に機会を見つけ、収益化することができました。 

 

第８期（2014年１月１日～2014年12月31日） 

2014年12月31日現在、ファンドの2014年度の0705シリーズの運用実績は0.59％の下落、設定来の0705

シリーズの運用実績は5.86％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

2014年は、株式市場は調整を繰り返しながらも上昇し、各国の置かれた状況が異なることから米国ド

ル高、ユーロ安、円安、原油安などのマクロトレンドの強く出た年になりました。 

年初はFRBの金融緩和策の縮小と共に新興国市場のリスクが再認識されて厳しいスタートとなりまし

たが、２月に入ると米国の金融引締めは市場の従来の予想よりも遅いとの見方が支配的になり、株式相
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場は大きく上昇しました。しかし、２月末のロシアのクリミア侵攻から、先行き不透明感が増し、米国

でも３月から４月にかけては過熱感のあったグロース株からバリュー株へのローテーションが生じ、株

式指数とそれを構成する大型株は好調なものの、小型株や流行のテーマに沿った銘柄は低迷する状況が

生じました。しかし、インドでは５月にモディ政権が、インドネシアでは７月にウィドド政権が誕生し、

その間ポルトガルで金融機関が破たんするなどの出来事もありましたが、経済政策への期待が高まりま

した。根強いECBによる金融緩和期待とFEDの利上げ後倒し観測を背景に、株式市場はこれらの材料を織

り込んでゆく形となりました。しかし、年の後半になるとイスラム国に起因して中東の地政学的リスク

が高まりました。ロシアのウクライナ問題も解決せず、経済制裁がロシア経済に大きく影を落としまし

た。また、中国の景気失速懸念から資源価格の下落が生じ、特に原油価格は大きく下落しました。石油

関連ビジネスを中心に株式市場は大きく影響を受けましたが、年末には原油価格も下げ止まりECBの金

融緩和期待が高まると同時に米国の経済指標が安定していたことから、調整を繰り返しながら株式市場

は上昇しました。為替市場でも米国の金利引き上げ観測から、米国ドル高が一方的に進みました。 

アジアでは、年初から中国の景気失速懸念が強く、レンジ内取引が続きました。９月には中国の香港

への関与を嫌う民主化運動がおこり、香港市場の安定性に懸念が増しました。しかし、中国当局は上海

香港株式相互取引制度を導入し、不動産融資に関する規制の緩和、信用取引に関する規制の緩和も併せ

て、市場を支える施策を矢継ぎ早に打ち出しました。これらによる市場の流動性の高まりから、年末に

は中国市場は非常に大きな上昇となりました。 

2014年は、中国では、高成長率下、社会的な歪が出てきており、景気刺激策は必須であろうとの見方

が主流となりました。また、日本も安倍政権によるリフレ政策により、自国通貨安による企業収益の向

上が期待できる環境が整いました。こうした状況を背景に連動先ファンドは、株式市場における収益機

会を捉えるために株式ロング・ショート戦略のアロケーションを増やしてきました。 

日本では、年末こそ日経平均で18,000円を伺う相場になりましたが、年央までは年初の水準を超えら

れず、2013年の強い動きを再現するには至りませんでした。これに伴い流動性が低下したため、日本株

式ロング・ショート戦略は不調なまま終わりました。一方、中国では、上海香港株式相互取次制度を中

心に市場寄りの施策が打ち出され年末にかけて大きな収益を生みました。マクロ戦略では年央から発生

した米国の金利引き上げ観測に基づく米国ドル高のトレンドを上手く捉え、収益とすることが出来まし

た。マルチ戦略ではバンク・キャピタルによるキャリーは今年も継続したものの、金利上昇に備えたヘ

ッジ・ポジションから損失が発生しました。 

 

第９期（2015年１月１日～2015年12月31日） 

2015年12月31日現在、ファンドの2015年度の0705シリーズの運用実績は9.43％の上昇、設定来の0705

シリーズの運用実績は3.02％の上昇となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

2015年、市場は不安定な始まりとなりました。１月は、ECBは市場の期待を上回る金融緩和策を打ち

出しましたが、スイスでは中央銀行がスイス・フランのユーロとのペッグ制の廃止を打ち出し、ギリシ

ャでは野党Syrizaが選挙で勝ち、不透明感が増しました。2014年から続いていた原油価格の下落も収ま

りませんでした。しかし、次第に米国の好調な企業収益や経済指標が見直され、前年から続いていたロ

シアのクリミア侵攻で停戦合意に到ったこともあって徐々に株式市場は上昇しました。この間、アジア

では低成長率と低インフレ率を背景に各国で金融緩和策がとられており、中国の株式市場は３月から５

月にかけて大きく上昇しました。しかし、中国の景気失速懸念は強く６月に入ると中国株式市場は大き
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く調整し、ギリシャの債務問題からギリシャのユーロ離脱問題も出てきて株式市場は全世界的に大きく

調整することとなりました。中国の景気失速懸念は商品市況にも大きく影響を及ぼし前年から大きく下

げていた原油市場は更に下落、その他の商品市況にも悪影響を及ぼしました。また、こうした需給の悪

化は資源国である新興国や資源／素材産業、米国のシェールガスを始めとしたエネルギー企業にも大き

な影響を与え、年末に向けてクレジット・リスクの高まりや資源国通貨安を招きました。中国はこうし

た状況に対応するため人民元の引き下げや追加金融緩和策の導入など矢継ぎ早に行いましたが、市場と

の対話は上手く進んでいない面も多く、政策が裏目に出るなど厳しい状況が続きました。しかし、中国

経済の世界経済に対する影響は年々大きくなってきており、この年、中国人民元はIMFの特別引出権に

も組み込まれることとなりました。 

年初来で株式市場は、欧州は景気が改善したとは言えないもののギリシャ問題やクレミア問題などが

沈静化したため上昇しました。しかし、米国では金利引き上げに対する警戒感と原油価格の下落に起因

するエネルギーセクターの業況悪化および外部環境の悪化から株式市場は下落することとなりました。

アジアでは中国株式市場は年の後半は景気失速懸念から大きく戻しましたがそれでも年初来ではプラ

スとなりました。日本でも好調な企業収益が手伝って株式市場はプラスで終了しました。 

為替では2015年のテーマとして米国の金利政策の正常化、言い換えればゼロ金利政策の終了がありま

したが、米国の経済指標が濃淡まちまちであったこと、米国のインフレ指標が予想していた通りに上が

ってこなかったことおよび米国を除くと総じて景気が弱かったことから年末まで金利は引き上げられ

ず、米国ドル高のトレンドも３月頃をピークに終わりました。 

金利では、欧州は年初のECBの金融緩和策を受けて欧州ではマイナス金利が導入されましたが、年央

にはギリシャのデフォルト懸念が再度台頭し、金利は総じて低下傾向でしたが方向性の定まらないもの

となりました。ECBに関しては欧州が常に何かしらの問題を抱えている状況が続いたため、追加緩和期

待が継続する状況となっています。米国の金利引き上げは継続して市場の関心事となっていますが、内

外の要因で最初の金利引き上げは結局12月まで待つこととなり、こちらも方向感を欠くものとなりまし

た。 

ファンドでは、こうした方向感を欠く厳しい市場環境の中、アジア株を中心にプラスのパフォーマン

スを確保することができました。戦略別収益の内訳は、日本株式ロング・ショート戦略、アジア株式ロ

ング・ショート戦略、マルチ戦略が利益、マクロ戦略が損失となりました。 

2015年は中国が支配的なテーマであり、中国関連テーマで損益の多くが発生しました。中国株式市場

では大きな上昇相場となった年前半では相場上昇にのり一般消費財セクターを中心に大きな利益を生

みましたが、年後半の下げ相場においても構造改革の恩恵を受けて大きく株価が上昇する銘柄もあり、

そうした銘柄の買いポジションから利益が生まれました。また、年前半に大きく売られ割安となってい

た銘柄の買いポジションも利益となりました。オールド・エコノミーにおける売りポジションも利益と

なりました。 

この年のマクロ要因としては米国の金利引き上げが外部環境の悪化から先延ばしになったことと、中

国が強い元から方針転換を図ったことが大きな点として挙げられます。このため、強い米国ドル、強い

人民元、株式のロングなどのポジションを保有していたマクロ戦略からは損失が発生することとなりま

した。 
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第10期（2016年１月１日～2016年12月31日） 

2016年12月31日現在、ファンドの2016年度の0705シリーズの運用実績は7.31％の下落、設定来の0705

シリーズの運用実績は4.51％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

2016年はここ数年で最も厳しい年の始まりとなりました。人民元安、原油価格の急激な低下、米国の

冴えない経済指標から世界中で株式市場は混乱しました。急激な人民元安と中国からの資金流出により

中国の株式市場は年初から売り相場となり、瞬く間に２桁の下落を記録することになりました。市場の

混乱は翌月も続き、原油価格、中国問題、世界的な景気減速、マイナス金利政策、特に市場が予想して

いなかった日本のマイナス金利導入は市場のセンチメントに大きく影響を与えました。しかし、３月に

入ると中国、商品市況、新興国市場に対するセンチメントは改善し、市場は徐々に落ち着きを取り戻し

ました。ショート・カバーも市場の回復の要因の一つとなりました。ECBは金融緩和策を進め市場の予

想を上回る政策を打ち出し市場を下支えしました。第２四半期に入ると、市場は投資家のセンチメント

の改善と資源価格の回復を受けて安定して推移しました。堅調な米国の経済指標を背景に、FRBが６月

または７月の金利引き上げの可能性を示唆し、市場のセンチメントはタカ派寄りに修正されました。市

場は年内の金利引き上げの可能性は低いと見ていたため大きな修正となりました。６月に入ると英国の

EU離脱に関する国民投票が主な焦点となりました。離脱賛成派が過半という結果にも関わらず、中央銀

行による下支え期待が主流となり市場は大きく上昇しました。 

米大統領選が近づくと欧州の金融機関の健全性に対する懸念なども加わって市場は不安定な動きと

なり、全体的に株式市場は下落傾向となりました。その米大統領選においてはトランプ候補が勝利しま

したが、政策に対する不透明感から株式市場は一時的には売られました。しかし、その後は減税やイン

フラ投資への財政出動、またそれから予想される金融収縮などの材料を急速に折り込みに行きました。

債券市場では資金の流出が見られました。ドナルド・トランプ氏の米国大統領への選出をきっかけとし

た市場の動きは年末まで続き、米ドル高、債券売り、米株買いとなりました。12月にはFRBによる金利

引き上げの発表がありました。アジア通貨は対米ドルで全般的に弱く、株式市場もまちまちでした。製

造業PPIは上昇しており世界的なリフレ・シナリオを指標面から裏付ける結果となりました。全般的に

大きなイベントが多く、政策に振られた年となりました。 

こうした環境のため、連動先ファンドは厳しい状況に置かれました。 

比較的アロケーションの大きい中国株式ロング／ショート戦略を採るマネージャーでは、中国の経済

回復に停滞感が出て来たことならびに米トランプ政権の自国利益優先政策の影響から中国が厳しい立

場に置かれるとの見方から、連動先ファンドのマネージャーは市場の反騰時を上手く利益につなげたも

ののマイナス貢献となりました。 

アジアでは資本政策を材料とするマネージャーに投資していますが、収益機会が少ない中でも個別の

材料を探しプラス貢献となりました。 

日本でもこの年は、日経平均はプラス圏内で終了したものの方向感を欠く動きとなり、日本株式ロン

グ・ショート戦略も利益をあげることが出来ませんでした。 

マクロ戦略でも人民元が大きな動きを示したことから損失が発生しました。全体としてヘッジファン

ドが厳しい状況に置かれた年となりました。 
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Ⅱ．当期の運用の経過等 
 

■当期の一口当たり純資産価格等の推移 
 
 
0705シリーズ  

 

一口当たり純資産価格 

第10期末 95.49米ドル

第11期末 94.65米ドル

（一口当たり分配金） (該当事項はありません｡)

騰 落 率 －0.88％

 

一口当たり純資産価格の主な変動要因 

後記「投資環境について」をご参照ください。
以下同じです。 
 

（注１）騰落率は、税引前の分配金を分配時に再投資したものとみなして計算しています。以下同じです。なお、ファンドに分
配金の支払実績はありません。 

（注２） ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 
（注３） ファンドにベンチマークは設定されていません。 

 

0708シリーズ  

 

一口当たり純資産価格 

第10期末 93.49米ドル

第11期末 92.65米ドル

（一口当たり分配金） (該当事項はありません｡)

騰 落 率 －0.90％

 
 

 

0711シリーズ  

 

一口当たり純資産価格 

第10期末 89.35米ドル

第11期末 88.52米ドル

（一口当たり分配金） (該当事項はありません｡)

騰 落 率 －0.93％
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0802シリーズ  

 

一口当たり純資産価格 

第10期末 90.93米ドル

第11期末 90.10米ドル

（一口当たり分配金） (該当事項はありません｡)

騰 落 率 －0.91％

 
 

 

0905シリーズ  

 

一口当たり純資産価格 

第10期末 99.68米ドル

第11期末 98.84米ドル

（一口当たり分配金） (該当事項はありません｡)

騰 落 率 －0.84％

 

 

■分配金について 
 
該当事項はありません。 

 

■投資環境について 
 

2017年５月31日現在、ファンドの2017年度の0705シリーズの運用実績は0.88％の下落、設定来の0705

シリーズの運用実績は5.35％の下落となりました。 

連動先ファンドの運用概況 

2017年第一四半期は米新政権による財政政策、減税、インフラ投資、規制緩和に対する期待から米国

を初めとして各国の株式市場は全般的に好調でした。米国ではS&P500指数が最高値をつけました。アジ

ア、中国では良好な経済指標に加え人民元相場が安定したことから中国国内市場／香港市場は共に好調

に推移しました。ハンセン指数、香港Ｈ株指数共に香港市場は特に強く、中国本土からの資金流入によ

る恩恵を受けました。一方、日本では円高が若干進んだことから株式市場はほぼフラットとなりました。 

第一四半期の終盤には米国連邦公開市場委員会（FOMC）による利上げがありましたが、金利引き上げ

のペースは事前の予想よりも遅いことが示唆され、株式市場への影響は限定されました。一方、為替市

場では米ドル安、金利市場でも米金利低下の動きが見られました。欧州ではオランダの総選挙を無難に

こなすとフランス大統領選についても楽観的な見方が支配的となり、欧州株高、欧州通貨高となりまし

た。 

連動先ファンドでは中国株式ロング・ショート戦略では自動車、資源、工業を中心とする景気循環銘

柄のショートから損失が発生しました。他の中国戦略では相場の強い上昇を利益に結びつけることが出

来ました。アジア戦略でも中国／香港関連銘柄からプラスのリターンを上げることが出来ましたが、企

業活動の停滞から評価損が発生し一部利益を相殺しました。 

連動先ファンドは、全ての投資先ファンドを2017年３月末日をもって解約し償還しました。 
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■ポートフォリオについて 
 

ファンドは、ファンドの資産のほぼすべてについて米ドル建てのパフォーマンス連動社債への投資を

継続しました。 

 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 
 
当期末現在における有価証券等の組入れはございません。 

 

 

■今後の運用方針 
 

ファンドは、2017年５月31日に償還いたしました。 

 

 

■費用の明細 
 

項目 項目の概要 

管理報酬 

各シリーズに関して、発行価格に、関連す
る四半期報酬期間に係る各評価日における
当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じ
た額の年率0.1％ 

ファンド資産の管理業務 

受託会社報酬 

各シリーズについて、発行価格に、関連す
る四半期報酬期間についての各評価日現在
の当該シリーズの発行済受益証券口数を乗
じた額の年率0.02％ 

ファンド資産の受託業務 

販売報酬 

各シリーズについて、発行価格に、関連す
る四半期報酬期間について当該日本におけ
る販売会社が販売し、各評価日現在の発行
済みの当該シリーズの受益証券口数を乗じ
た額の年率0.25％ 

受益証券の販売および買戻し業務 

代行協会員報酬 

各シリーズについて、発行価格に、関連す
る四半期報酬期間について各評価日現在の
当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じ
た額の年率0.1％ 

代行協会員業務 

管理事務代行報酬 

各シリーズについて、発行価格に、関連す
る四半期報酬期間について各評価日現在の
当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じ
た額の年率0.08％ 

管理事務代行業務 

その他の費用（当期） 0.27％ 償還費用 

（注１） 各報酬は、有価証券報告書に記載されている料率です。「その他の費用（当期）」には運用状況等により変動するもの

や実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をファンドの当期末の純資産総額で除して100を乗

じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 

（注２） 上記報酬は、毎月各シリーズごとに計算され、各年の２月、５月、８月および11月の評価日に終了する各３か月間（「四

半期報酬期間」といいます。）について、四半期毎に支払われました。 
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Ⅲ．設定来の運用実績 

① 純資産の推移 

第11会計年度中における各月末および下記の各会計年度末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

0705シリーズ 

 純資産総額 一口当たり純資産価格 

 米ドル 円 米ドル 円 

第１会計年度末 

（2007年12月末日） 
5,082,738.28 563,980,640 105.02 11,653

第２会計年度末 

（2008年12月末日） 
3,776,802.77 419,074,035 91.23 10,123

第３会計年度末 

（2009年12月末日） 
3,439,409.23 381,636,848 91.96 10,204

第４会計年度末 

（2010年12月末日） 
2,704,234.90 300,061,905 91.05 10,103

第５会計年度末 

（2011年12月末日） 
2,312,715.69 256,618,933 86.62 9,611

第６会計年度末 

（2012年12月末日） 
1,843,303.46 204,532,952 86.95 9,648

第７会計年度末 

（2013年12月末日） 
2,007,695.25 222,773,865 94.70 10,508

第８会計年度末 

（2014年12月末日） 
1,995,863.52 221,461,016 94.14 10,446

第９会計年度末 

（2015年12月末日） 
432,700.44 48,012,441 103.02 11,431

第10会計年度末 

（2016年12月末日） 
95,490.25 10,595,598 95.49 10,596

第11会計年度末 

（2017年５月末日） 
94,652.77 10,502,671 94.65 10,502

2017年１月末日 94,909.37 10,531,144 94.91 10,531

２月末日 95,032.87 10,544,847 95.03 10,545

３月末日 95,174.42 10,560,554 95.17 10,560

４月末日 94,769.60 10,515,635 94.77 10,516

５月末日 94,652.77 10,502,671 94.65 10,502

（注）米ドルの円換算額は、便宜上、2017年５月31日現在の株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１

米ドル＝110.96円）によります。以下同じです。   
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0708シリーズ 

 純資産総額 一口当たり純資産価格 

 米ドル 円 米ドル 円 

第１会計年度末 

（2007年12月末日） 
15,566,719.23 1,727,283,166 103.30 11,462

第２会計年度末 

（2008年12月末日） 
13,517,748.42 1,499,929,365 89.70 9,953

第３会計年度末 

（2009年12月末日） 
13,621,148.05 1,511,402,588 90.39 10,030

第４会計年度末 

（2010年12月末日） 
8,997,626.00 998,376,581 89.09 9,885

第５会計年度末 

（2011年12月末日） 
7,117,418.49 789,748,756 84.73 9,402

第６会計年度末 

（2012年12月末日） 
4,719,590.60 523,685,773 85.04 9,436

第７会計年度末 

（2013年12月末日） 
4,185,404.70 464,412,506 92.80 10,297

第８会計年度末 

（2014年12月末日） 
4,160,093.21 461,603,943 92.24 10,235

第９会計年度末 

（2015年12月末日） 
4,147,494.04 460,205,939 100.91 11,197

第10会計年度末 

（2016年12月末日） 
3,375,007.79 374,490,864 93.49 10,374

第11会計年度末 

（2017年５月末日） 
3,344,844.95 371,143,996 92.65 10,280

2017年１月末日 3,354,368.35 372,200,712 92.92 10,310

２月末日 3,358,631.53 372,673,755 93.04 10,324

３月末日 3,363,518.00 373,215,957 93.17 10,338

４月末日 3,349,083.12 371,614,263 92.77 10,294

５月末日 3,344,844.95 371,143,996 92.65 10,280
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0711シリーズ 

 純資産総額 一口当たり純資産価格 

 米ドル 円 米ドル 円 

第１会計年度末 

（2007年12月末日） 
9,160,884.58 1,016,491,753 99.79 11,073

第２会計年度末 

（2008年12月末日） 
7,948,909.45 882,010,993 86.59 9,608

第３会計年度末 

（2009年12月末日） 
6,956,561.49 771,900,063 87.17 9,672

第４会計年度末 

（2010年12月末日） 
4,598,810.94 510,284,062 85.48 9,485

第５会計年度末 

（2011年12月末日） 
2,755,093.56 305,705,181 81.27 9,018

第６会計年度末 

（2012年12月末日） 
2,315,382.07 256,914,794 81.53 9,047

第７会計年度末 

（2013年12月末日） 
1,644,776.97 182,504,453 88.91 9,865

第８会計年度末 

（2014年12月末日） 
1,236,446.19 137,196,069 88.32 9,800

第９会計年度末 

（2015年12月末日） 
482,595.62 53,548,810 96.52 10,710

第10会計年度末 

（2016年12月末日） 
357,391.93 39,656,209 89.35 9,914

第11会計年度末 

（2017年５月末日） 
354,072.86 39,287,925 88.52 9,822

2017年１月末日 355,180.95 39,410,878 88.80 9,853

２月末日 355,608.62 39,458,332 88.90 9,864

３月末日 356,098.82 39,512,725 89.02 9,878

４月末日 354,547.08 39,340,544 88.64 9,835

５月末日 354,072.86 39,287,925 88.52 9,822
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0802シリーズ 

 純資産総額 一口当たり純資産価格 

 米ドル 円 米ドル 円 

第２会計年度末 

（2008年12月末日） 
11,570,101.63 1,283,818,477 88.32 9,800

第３会計年度末 

（2009年12月末日） 
9,056,438.22 1,004,902,385 88.96 9,871

第４会計年度末 

（2010年12月末日） 
7,625,786.70 846,157,292 87.15 9,670

第５会計年度末 

（2011年12月末日） 
5,048,776.90 560,212,285 82.63 9,169

第６会計年度末 

（2012年12月末日） 
2,652,948.44 294,371,159 82.90 9,199

第７会計年度末 

（2013年12月末日） 
1,898,164.38 210,620,320 90.39 10,030

第８会計年度末 

（2014年12月末日） 
1,616,574.16 179,375,069 89.81 9,965

第９会計年度末 

（2015年12月末日） 
1,276,630.18 141,654,885 98.20 10,896

第10会計年度末 

（2016年12月末日） 
891,146.57 98,881,623 90.93 10,090

第11会計年度末 

（2017年５月末日） 
882,995.08 97,977,134 90.10 9,997

2017年１月末日 885,658.44 98,272,661 90.37 10,027

２月末日 886,748.12 98,393,571 90.48 10,040

３月末日 887,997.14 98,532,163 90.61 10,054

４月末日 884,152.61 98,105,574 90.22 10,011

５月末日 882,995.08 97,977,134 90.10 9,997
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0905シリーズ 

 純資産総額 一口当たり純資産価格 

 米ドル 円 米ドル 円 

第３会計年度末 

（2009年12月末日） 
394,103.77 43,729,754 98.53 10,933

第４会計年度末 

（2010年12月末日） 
387,058.30 42,947,989 96.76 10,736

第５会計年度末 

（2011年12月末日） 
181,277.50 20,114,551 90.64 10,057

第６会計年度末 

（2012年12月末日） 
180,798.45 20,061,396 90.40 10,031

第７会計年度末 

（2013年12月末日） 
197,355.14 21,898,526 98.68 10,950

第８会計年度末 

（2014年12月末日） 
196,317.48 21,783,388 98.16 10,892

第９会計年度末 

（2015年12月末日） 
214,953.50 23,851,240 107.48 11,926

第10会計年度末 

（2016年12月末日） 
199,365.10 22,121,551 99.68 11,060

第11会計年度末 

（2017年５月末日） 
197,679.43 21,934,510 98.84 10,967

2017年１月末日 198,164.89 21,988,376 99.08 10,994

２月末日 198,434.49 22,018,291 99.22 11,009

３月末日 198,743.51 22,052,580 99.37 11,026

４月末日 197,910.78 21,960,180 98.96 10,981

５月末日 197,679.43 21,934,510 98.84 10,967

 

② 分配の推移 

該当事項はありません。 
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③ 販売及び買戻しの実績 

下記の各会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記の各会計年度末現在の発行済

口数は、以下のとおりです。 

0705シリーズ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 

（2007年５月24日～2007年12月末日） 

48,400 

(48,400) 

0 

(0) 

48,400 

(48,400) 

第２会計年度 

（2008年１月１日～2008年12月末日） 

0 

(0) 

7,000 

(7,000) 

41,400 

(41,400) 

第３会計年度 

（2009年１月１日～2009年12月末日） 

0 

(0) 

4,000 

(4,000) 

37,400 

(37,400) 

第４会計年度 

（2010年１月１日～2010年12月末日） 

0 

(0) 

7,700 

(7,700) 

29,700 

(29,700) 

第５会計年度 

（2011年１月１日～2011年12月末日） 

0 

(0) 

3,000 

(3,000) 

26,700 

(26,700) 

第６会計年度 

（2012年１月１日～2012年12月末日） 

0 

(0) 

5,500 

(5,500) 

21,200 

(21,200) 

第７会計年度 

（2013年１月１日～2013年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

21,200 

(21,200) 

第８会計年度 

（2014年１月１日～2014年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

21,200 

(21,200) 

第９会計年度 

（2015年１月１日～2015年12月末日） 

0 

(0) 

17,000 

(17,000) 

4,200 

(4,200) 

第10会計年度 

（2016年１月１日～2016年12月末日） 

0 

(0) 

3,200 

(3,200) 

1,000 

(1,000) 

第11会計年度 

（2017年１月１日～2017年５月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

1,000 

(1,000) 
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0708シリーズ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 

（2007年５月24日～2007年12月末日） 

150,700 

(150,700) 

0 

(0) 

150,700 

(150,700) 

第２会計年度 

（2008年１月１日～2008年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

150,700 

(150,700) 

第３会計年度 

（2009年１月１日～2009年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

150,700 

(150,700) 

第４会計年度 

（2010年１月１日～2010年12月末日） 

0 

(0) 

49,700 

(49,700) 

101,000 

(101,000) 

第５会計年度 

（2011年１月１日～2011年12月末日） 

0 

(0) 

17,000 

(17,000) 

84,000 

(84,000) 

第６会計年度 

（2012年１月１日～2012年12月末日） 

0 

(0) 

28,500 

(28,500) 

55,500 

(55,500) 

第７会計年度 

（2013年１月１日～2013年12月末日） 

0 

(0) 

10,400 

(10,400) 

45,100 

(45,100) 

第８会計年度 

（2014年１月１日～2014年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

45,100 

(45,100) 

第９会計年度 

（2015年１月１日～2015年12月末日） 

0 

(0) 

4,000 

(4,000) 

41,100 

(41,100) 

第10会計年度 

（2016年１月１日～2016年12月末日） 

0 

(0) 

5,000 

(5,000) 

36,100 

(36,100) 

第11会計年度 

（2017年１月１日～2017年５月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

36,100 

(36,100) 
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0711シリーズ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第１会計年度 

（2007年５月24日～2007年12月末日） 

91,800 

(91,800) 

0 

(0) 

91,800 

(91,800) 

第２会計年度 

（2008年１月１日～2008年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

91,800 

(91,800) 

第３会計年度 

（2009年１月１日～2009年12月末日） 

0 

(0) 

12,000 

(12,000) 

79,800 

(79,800) 

第４会計年度 

（2010年１月１日～2010年12月末日） 

0 

(0) 

26,000 

(26,000) 

53,800 

(53,800) 

第５会計年度 

（2011年１月１日～2011年12月末日） 

0 

(0) 

19,900 

(19,900) 

33,900 

(33,900) 

第６会計年度 

（2012年１月１日～2012年12月末日） 

0 

(0) 

5,500 

(5,500) 

28,400 

(28,400) 

第７会計年度 

（2013年１月１日～2013年12月末日） 

0 

(0) 

9,900 

(9,900) 

18,500 

(18,500) 

第８会計年度 

（2014年１月１日～2014年12月末日） 

0 

(0) 

4,500 

(4,500) 

14,000 

(14,000) 

第９会計年度 

（2015年１月１日～2015年12月末日） 

0 

(0) 

9,000 

(9,000) 

5,000 

(5,000) 

第10会計年度 

（2016年１月１日～2016年12月末日） 

0 

(0) 

1,000 

(1,000) 

4,000 

(4,000) 

第11会計年度 

（2017年１月１日～2017年５月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

4,000 

(4,000) 
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0802シリーズ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第２会計年度 

（2008年１月１日～2008年12月末日） 

131,000 

(131,000) 

0 

(0) 

131,000 

(131,000) 

第３会計年度 

（2009年１月１日～2009年12月末日） 

0 

(0) 

29,200 

(29,200) 

101,800 

(101,800) 

第４会計年度 

（2010年１月１日～2010年12月末日） 

0 

(0) 

14,300 

(14,300) 

87,500 

(87,500) 

第５会計年度 

（2011年１月１日～2011年12月末日） 

0 

(0) 

26,400 

(26,400) 

61,100 

(61,100) 

第６会計年度 

（2012年１月１日～2012年12月末日） 

0 

(0) 

29,100 

(29,100) 

32,000 

(32,000) 

第７会計年度 

（2013年１月１日～2013年12月末日） 

0 

(0) 

11,000 

(11,000) 

21,000 

(21,000) 

第８会計年度 

（2014年１月１日～2014年12月末日） 

0 

(0) 

3,000 

(3,000) 

18,000 

(18,000) 

第９会計年度 

（2015年１月１日～2015年12月末日） 

0 

(0) 

5,000 

(5,000) 

13,000 

(13,000) 

第10会計年度 

（2016年１月１日～2016年12月末日） 

0 

(0) 

3,200 

(3,200) 

9,800 

(9,800) 

第11会計年度 

（2017年１月１日～2017年５月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

9,800 

(9,800) 
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0905シリーズ 

 販売口数 買戻し口数 発行済口数 

第３会計年度 

（2009年１月１日～2009年12月末日） 

4,000 

(4,000) 

0 

(0) 

4,000 

(4,000) 

第４会計年度 

（2010年１月１日～2010年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

4,000 

(4,000) 

第５会計年度 

（2011年１月１日～2011年12月末日） 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

2,000 

(2,000) 

第６会計年度 

（2012年１月１日～2012年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

第７会計年度 

（2013年１月１日～2013年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

第８会計年度 

（2014年１月１日～2014年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

第９会計年度 

（2015年１月１日～2015年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

第10会計年度 

（2016年１月１日～2016年12月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

第11会計年度 

（2017年１月１日～2017年５月末日） 

0 

(0) 

0 

(0) 

2,000 

(2,000) 

（注１）（ ）の数は本邦内における販売・買戻しおよび発行済口数です。 

（注２）第一会計年度および各シリーズにおける最初の会計年度の販売口数は、当初募集期間中または受益証券購入受付期

間中の販売口数を含みます。 
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Ⅳ．ファンドの経理状況 

 

ａ． ファンドの2017年１月１日から2017年５月31日（償還日）までの期間の日本文の財務書類は、ル

クセンブルグにおける諸法令および一般に認められた会計原則に準拠して作成された原文の財務

書類を翻訳したものである。これは、「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」第131条第５項ただし書の規定の適用によ

るものである（ただし、円換算部分を除く。）。 

 

ｂ． ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条

の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）の監査を受けていない。 

 

ｃ． ファンドの原文の財務書類は米ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な金額につ

いて円換算額が併記されている。日本円への換算には2017年５月31日現在における株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（１米ドル＝110.96円）が使用されている。なお、千円

未満の金額は四捨五入されている。 
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プラチナ・トラスト－ 

ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建） 

純資産計算書 

2017年５月31日（償還日）現在 

 

注記 (米ドル) （千円) 

資産 

銀行預金 2.3,10 4,947,475.35 548,972 

資産合計 4,947,475.35 548,972 

  

負債 

未払費用 73,230.26 8,126 

負債合計 73,230.26 8,126 

  

期末純資産 4,874,245.09 540,846 

  

  

期末発行済受益証券口数 0705シリーズ 1,000 口 

0708シリーズ 36,100 口 

 0711シリーズ  4,000 口  

 0802シリーズ  9,800 口  

0905シリーズ 2,000 口 

  

受益証券一口当たり純資産価格 0705シリーズ 94.65 米ドル 10,502 円 

0708シリーズ 92.65 米ドル 10,280 円 

0711シリーズ 88.52 米ドル 9,822 円 

0802シリーズ 90.10 米ドル 9,997 円 

0905シリーズ 98.84 米ドル 10,967 円 

      

純資産価額 0705シリーズ 94,652.77 米ドル 10,503  

0708シリーズ 3,344,844.95 米ドル 371,144  

0711シリーズ 354,072.86 米ドル 39,288  

0802シリーズ 882,995.08 米ドル 97,977  

0905シリーズ 197,679.43 米ドル 21,935  

  

  

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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プラチナ・トラスト－ 

ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建） 

運用および純資産変動計算書 

2017年１月１日から2017年５月31日（償還日）までの期間 

 

注記 (米ドル) （千円) 

収益 

預金利息 2.4 2,156.95  239 

収益合計 2,156.95  239 

  

費用 

管理事務代行報酬 5 25,966.01  2,881 

販売報酬 4 5,510.39  611 

管理報酬 3 2,223.14  247 

代行協会員報酬 9 2,204.16  245 

受託報酬 8  3,475.60   386 

償還費用 13,000.00  1,442 

費用合計   52,379.30   5,812 

投資からの純損失 (50,222.35) (5,573)

      

投資有価証券にかかる実現純利益／（損失） 2.6 368,199.72  40,855 

未実現評価益／（評価損）の変動控除前純損益 317,977.37  35,283 

      

投資有価証券にかかる未実現純評価益／ 

（評価損）の変動 (362,133.92) (40,182)

運用による純資産の純減少 (44,156.55) (4,900)

      

期首純資産   4,918,401.64   545,746 

買戻し   －  －

期末純資産   4,874,245.09   540,846 

     

      

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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プラチナ・トラスト－ 

ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建） 

統計表（未監査） 

 

(米ドル) （千円) 

純資産 

2015年12月31日 6,866,466.31  761,903 

2016年12月31日 4,918,401.64  545,746 

2017年５月31日（償還日） 4,874,245.09  540,846 

   

0705シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 103.02  11,431 円 

2016年12月31日 95.49  10,596 円 

2017年５月31日（償還日） 94.65  10,502 円 

   

0708シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 100.91  11,197 円 

2016年12月31日 93.49  10,374 円 

2017年５月31日（償還日） 92.65  10,280 円 

   

0711シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 96.52  10,710 円 

2016年12月31日 89.35  9,914 円 

2017年５月31日（償還日） 88.52  9,822 円 

   

0802シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 98.20  10,896 円 

2016年12月31日 90.93  10,090 円 

2017年５月31日（償還日） 90.10  9,997 円 

   

0805シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 102.06  11,325 円 

2016年12月31日 － － 円 

2017年５月31日（償還日） － － 円 

   

0808シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 107.98  11,981 円 

2016年12月31日 － － 円 

2017年５月31日（償還日） － － 円 

   

0905シリーズ受益証券一口当たり純資産価格 

2015年12月31日 107.48  11,926 円 

2016年12月31日 99.68  11,060 円 

2017年５月31日（償還日） 98.84  10,967 円 
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プラチナ・トラスト－ 

ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建） 

財務書類に対する注記 

2017年５月31日（償還日）現在 

 

注記１ 概要 

プラチナ・トラスト－ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建）（以下「ファンド」

という。）は、プラチナ・トラストのサブ・ファンドである。プラチナ・トラストは、2007年４月16

日付の信託証書補遺（以下「信託証書補遺」という。）によって改訂された2005年３月30日付の信託

証書（以下「信託証書」という。）に基づいて設立された、ケイマン諸島におけるユニット・トラス

トである。ファンドは、2007年５月24日に設定された。 

プラチナ・トラスト（以下「トラスト」という。）は、ケイマン諸島の信託法（改訂済）に基づき、

BNPパリバ・バンク・アンド・トラスト・ケイマン・リミテッド（以下「受託会社」という。）およ

びパルカディア・アセット・マネジメント・エス・エイの間で締結された2005年３月30日付の信託証

書（以下「信託証書」という。）に基づいて、専門的に運用されるユニット・トラストとして設立さ

れた。ファンドは、ケイマン諸島の金融庁に登録されている。ファンドは、信託証書補遺に従ってフ

ァンドの期間が延長されない限り、または（他の解散事由の中で）受益者の持分の少なくとも過半数

の承認により解散するという信託証書の規定に従ってそれ以前にファンドが解散されない限り、2017

年５月31日に終了する。 

ファンドの投資目的は、アジア太平洋地域に焦点をあてたファンド・オブ・ヘッジファンズへの間

接的な投資を通じて、投資家に対して、絶対的かつリスク調整された長期にわたる優れた利回りを提

供することである。この目的を達成するため、管理会社は、ファンドのために、投資することが可能

なファンドの資産の実質的にすべてを、そのパフォーマンスがＭＣＰアセット・マネジメントが運用

するファンド・オブ・ヘッジファンズであるＭＣＰアジア・パシフィック・ファンド・オブ・ファン

ズ・クラスＡ（旧：スパークス・アジア・パシフィック・ファンド・オブ・ファンズ・クラスＡ）（以

下「連動先ファンド」という。）に連動する一連のパフォーマンス連動社債（米ドル建）に投資する

予定である（ただし、投資する義務はない。）。 

受益証券のシリーズは、四半期毎に、発行価格で、投資開始日に関連して発行され、関連する投資

開始日の年月を参照して、「年月シリーズ」のように区別されることになる。 

パフォーマンス連動社債が2017年５月20日に満期を迎えたため、ファンドは2017年５月31日（償還

日）に終了した。 

 

注記２ 重要な会計方針の概要 

本財務書類は、ルクセンブルグにおいて投資信託に適用される一般に公正妥当と認められた会計原

則に準拠して作成された。 

本財務書類は、したがって、清算ベース会計に基づいて作成された。 

ファンドの重要な会計方針の概要は、以下のとおりである。 

 

2.1 外貨換算 

本財務書類は、米ドルで表示されており、会計帳簿は米ドルで記録されている。 
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米ドル以外の通貨建ての資産および負債は、期末日における実勢為替レートに基づいて、米ドルに

換算される。米ドル以外の通貨建ての収益および費用は、取引日における実勢為替レートに基づいて、

米ドルに換算される。 

この結果生じる為替差損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。 

 

2.2 投資有価証券 

パフォーマンス連動社債の時価は、比較可能な最近の商慣習上の取引、割引キャッシュ・フロー分

析、オプション・プライシング・モデルおよび市場参加者が通常用いているその他の評価手法を含む

評価手法を用いて決定される。時価の決定に用いられた手法は、当該手法が開発された分野から独立

した有識者によって確認および定期的な検討が行われる。 

 

2.3 現金および現金等価物 

現金およびその他の流動資産は、額面金額に経過利息を伴って評価される。 

 

2.4 利息 

利息は、発生主義で認識される。経過利息は、2017年５月31日（償還日）現在の投資有価証券の時

価に含まれる。 

受領した利息は、収益として運用および純資産変動計算書に計上される。 

 

2.5 費用 

費用は発生主義で計上される。費用は、有価証券の取得原価に含まれている投資有価証券取得費用

を除いて、運用および純資産変動計算書に計上されている。投資有価証券の売却により生じた費用は、

売却受取額から控除されている。 

 

2.6 認識 

ファンドは、投資有価証券を、購入契約締結日（以下「取引日」という。）に認識する。当該日以

降に資産または負債の時価の変動から生じる損益は、運用および純資産変動計算書に計上される。投

資有価証券売却実現損益は、平均原価法に基づいて決定される。 

 

注記３ 管理報酬 

ファンドに対する業務提供の対価として、管理会社は、各シリーズに関して、（ⅰ）発行価格に、

（ⅱ）関連する四半期報酬期間に係る各評価日における当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じた

額の年率0.1％に相当する報酬を受領することができる。かかる報酬は、30／360の日数計算で毎月発

生し、当該シリーズに帰属するファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

管理会社は、自己資金で、各日本における販売会社に対し、これにより集められた各シリーズの発

行総額の４％に相当する先払い報酬を支払う。この先払い報酬の支払を回収するため、管理会社は、

各シリーズに関して、（ⅰ）発行価格に、（ⅱ）関連する四半期報酬期間に係る各評価日における当

該シリーズの発行済受益証券口数を乗じた額の年率1.5％に相当する追加の報酬を受領することがで

きる。かかる報酬は、30／360の日数計算で四半期毎に発生し、当該シリーズに帰属するファンドの

資産から四半期毎に後払いされる。ただし、かかる追加の報酬は、当該シリーズの関連する投資開始
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日から最初の３年間のみ適用される。 

当該報酬は、管理会社によるファンドへの業務提供について、管理会社に対し、ファンドの資産か

ら支払われる。 

 

注記４ 販売報酬 

ファンドに対する業務提供の対価として、各日本における販売会社は、各シリーズについて、（ⅰ）

発行価格に、（ⅱ）関連する四半期報酬期間について当該日本における販売会社が販売し各評価日現

在の発行済みの当該シリーズの受益証券口数を乗じた額の年率0.25％に相当する報酬を受領するこ

とができる。販売報酬は、30／360の日数計算で毎月発生し、当該シリーズに帰属するファンドの資

産から四半期毎に後払いされる。 

 

注記５ 管理事務代行報酬 

ファンドに対する業務提供の対価として、管理事務代行会社は、各シリーズについて、（ⅰ）発行

価格に、（ⅱ）関連する四半期報酬期間について各評価日現在の当該シリーズの発行済受益証券口数

を乗じた額の年率0.08％に相当する報酬を受領することができる。管理事務代行報酬は、30／360の

日数計算で毎月発生し、当該シリーズに帰属するファンドの資産から四半期毎に後払いされる。ただ

し、かかる報酬は、全シリーズ合計について年額30,000米ドルおよび追加のシリーズに関して月額650

米ドルの合計を下限とする。 

 

注記６ 登録・名義書換事務代行報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、登録・名義書換事務代行会

社である。登録・名義書換事務代行会社は、ファンドの受益者名簿の維持管理および受益証券譲渡の

対応、申込みまたは買戻請求処理、受益者との連絡、買戻金支払の取扱いに責任を負い、詳細は、2005

年３月30日付で登録・名義書換事務代行会社およびファンドの間で締結された登録・名義書換事務代

行契約（以下「登録・名義書換事務代行契約」という。）に記載されており、すべてのプラチナ・シ

リーズ・トラストに適用される。 

登録・名義書換事務代行報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記７ 保管報酬 

BNPパリバ・セキュリティーズ・サービシズ、ルクセンブルグ支店は、ファンドの保管会社である。 

保管会社は、ファンドの資産の保管に責任を負う。保管会社はまた、ファンドの代理として支払に

対応し、詳細は2005年３月30日付の保管契約（以下「保管契約」という。）に記載されており、すべ

てのプラチナ・シリーズ・トラストに適用される。 

保管報酬は、管理事務代行会社が負担する。 

 

注記８ 受託会社報酬 

ファンドに対する業務提供の対価として、受託会社は、各シリーズについて、（ⅰ）発行価格に、

（ⅱ）関連する四半期報酬期間についての各評価日現在の当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じ

た額の年率0.02％に相当する報酬を受領することができる。かかる報酬は、30／360の日数計算で毎

月発生し、当該シリーズに帰属するファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

受託会社報酬は、全シリーズ合計について、年額25,000米ドルを上限とし、年額6,000米ドルを下
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限とする。 

 

注記９ 代行協会員報酬 

ファンドに対する業務提供の対価として、代行協会員は、各クラスについて、（ⅰ）発行価格に、

（ⅱ）関連する四半期報酬期間について各評価日現在の当該シリーズの発行済受益証券口数を乗じた

額の年率0.10％に相当する報酬を受領することができる。代行協会員報酬は、30／360の日数計算で

毎月発生し、当該シリーズに帰属するファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

 

注記10 銀行預金 

2017年５月31日（償還日）現在、4,947,475.35米ドルの現金がBNPパリバ・セキュリティーズ・サ

ービシズ、ルクセンブルグ支店において保有されている。 

 

注記11 税金 

居住国の税法の下で、受益証券の売却または償還による損益を含むファンドへの投資による損益、

および源泉徴収税またはファンドが受領した利息もしくは受取配当、もしくはファンドにより実現さ

れた利益に対して課されるその他の税金による影響（もしあれば）について、投資予定者は自身の税

務顧問に相談することを推奨されている。 

ケイマン諸島の政府によってファンドに課された所得税またはキャピタル・ゲイン税はない。その

結果、本財務書類において租税債務または租税費用は計上されていない。 

 

注記12 後発事象 

ファンドは、パフォーマンス連動社債の満期により2017年５月31日に償還された。2017年６月１日

付で、4,874,055.00米ドルの最終買戻金が投資家に支払われた。    
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プラチナ・トラスト－ 

ＭＣＰアジア・ヘッジファンド連動ファンド（米ドル建） 

純資産の概要 

2017年５月31日（償還日）現在 

 

 

純資産に 

（米ドル） 対する割合(％) 

投資有価証券合計 0.00  0.00 

銀行預金 4,947,475.35  101.50 

その他の資産および負債 (73,230.26) (1.50)

純資産総額 4,874,245.09  100.00 

 

 

添付の注記は本財務諸表と不可分なものである。 
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Ⅴ．投資信託財産運用総括表 
 

信託期間 
投資信託契約締結日 2007年４月16日（2007年５月24日運用開始） 

投資信託契約終了日 2017年５月31日 

 

投資信託契約終了時の状況 

資 産 総 額 4,947,475.35米ドル 

負 債 総 額 73,230.26米ドル 

純資産総額 4,874,245.09米ドル 

 

 0705シリーズ 0708シリーズ 0711シリーズ 0802シリーズ 0905シリーズ 

純資産総額 94,652.77米ドル 3,344,844.95米ドル 354,072.86米ドル 882,995.08米ドル 197,679.43米ドル

受益証券口数 1,000口 36,100口 4,000口 9,800口 2,000口 

一口当たり償還金 94.65米ドル 92.65米ドル 88.52米ドル 90.10米ドル 98.84米ドル

 

0705 シリーズ 

区   分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了時 差引増減 

受益証券口数 48,400口 1,000口 －47,400口 

元 本 額 4,840,000.00米ドル 94,652.77米ドル －4,745,347.23米ドル 

 

0708 シリーズ 

区   分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了時 差引増減 

受益証券口数 150,700口 36,100口 －114,600口 

元 本 額 15,070,000.00米ドル 3,344,844.95米ドル －11,725,155.05米ドル 

 

0711 シリーズ 

区   分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了時 差引増減 

受益証券口数 91,800口 4,000口 －87,800口 

元 本 額 9,180,000.00米ドル 354,072.86米ドル －8,825,927.14米ドル 

 

0802 シリーズ 

区   分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了時 差引増減 

受益証券口数 131,000口 9,800口 －121,200口 

元 本 額 13,100,000.00米ドル 882,995.08米ドル －12,217,004.92米ドル 

 

0905 シリーズ 

区   分 投資信託当初払込時 投資信託契約終了時 差引増減 

受益証券口数 4,000口 2,000口 －2,000口 

元 本 額 400,000.00米ドル 197,679.43米ドル －202,320.57米ドル 
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毎計算期末の状況 

0705 シリーズ 

計算期 元 本 額 純資産総額 一口当たり純資産価格
一口当たり分配金 

金  額 分 配 率 

第２期 5,082,738.28米ドル 3,776,802.77米ドル 91.23米ドル － － 

第３期 3,776,802.77米ドル 3,439,409.23米ドル 91.96米ドル － － 

第４期 3,439,409.23米ドル 2,704,234.90米ドル 91.05米ドル － － 

第５期 2,704,234.90米ドル 2,312,715.69米ドル 86.62米ドル － － 

第６期 2,312,715.69米ドル 1,843,303.46米ドル 86.95米ドル － － 

第７期 1,843,303.46米ドル 2,007,695.25米ドル 94.70米ドル － － 

第８期 2,007,695.25米ドル 1,995,863.52米ドル 94.14米ドル － － 

第９期 1,995,863.52米ドル 432,700.44米ドル 103.02米ドル － － 

第10期 432,700.44米ドル 95,490.25米ドル 95.49米ドル － － 

第11期 95,490.25米ドル 94,652.77米ドル 94.65米ドル － － 

 

0708 シリーズ 

計算期 元 本 額 純資産総額 一口当たり純資産価格
一口当たり分配金 

金  額 分 配 率 

第２期 15,566,719.23米ドル 13,517,748.42米ドル 89.70米ドル － － 

第３期 13,517,748.42米ドル 13,621,148.05米ドル 90.39米ドル － － 

第４期 13,621,148.05米ドル 8,997,626.00米ドル 89.09米ドル － － 

第５期 8,997,626.00米ドル 7,117,418.49米ドル 84.73米ドル － － 

第６期 7,117,418.49米ドル 4,719,590.60米ドル 85.04米ドル － － 

第７期 4,719,590.60米ドル 4,185,404.70米ドル 92.80米ドル － － 

第８期 4,185,404.70米ドル 4,160,093.21米ドル 92.24米ドル － － 

第９期 4,160,093.21米ドル 4,147,494.04米ドル 100.91米ドル － － 

第10期 4,147,494.04米ドル 3,375,007.79米ドル 93.49米ドル － － 

第11期 3,375,007.79米ドル 3,344,844.95米ドル 92.65米ドル － － 

 

0711 シリーズ 

計算期 元 本 額 純資産総額 一口当たり純資産価格
一口当たり分配金 

金  額 分 配 率 

第２期 9,160,884.58米ドル 7,948,909.45米ドル 86.59米ドル － － 

第３期 7,948,909.45米ドル 6,956,561.49米ドル 87.17米ドル － － 

第４期 6,956,561.49米ドル 4,598,810.94米ドル 85.48米ドル － － 

第５期 4,598,810.94米ドル 2,755,093.56米ドル 81.27米ドル － － 

第６期 2,755,093.56米ドル 2,315,382.07米ドル 81.53米ドル － － 

第７期 2,315,382.07米ドル 1,644,776.97米ドル 88.91米ドル － － 

第８期 1,644,776.97米ドル 1,236,446.19米ドル 88.32米ドル － － 

第９期 1,236,446.19米ドル 482,595.62米ドル 96.52米ドル － － 

第10期 482,595.62米ドル 357,391.93米ドル 89.35米ドル － － 

第11期 357,391.93米ドル 354,072.86米ドル 88.52米ドル － － 

 

  



－ 32 － 

0802 シリーズ 

計算期 元 本 額 純資産総額 一口当たり純資産価格
一口当たり分配金 

金  額 分 配 率 

第２期 13,100,000.00米ドル 11,570,101.63米ドル 88.32米ドル － － 

第３期 11,570,101.63米ドル 9,056,438.22米ドル 88.96米ドル － － 

第４期 9,056,438.22米ドル 7,625,786.70米ドル 87.15米ドル － － 

第５期 7,625,786.70米ドル 5,048,776.90米ドル 82.63米ドル － － 

第６期 5,048,776.90米ドル 2,652,948.44米ドル 82.90米ドル － － 

第７期 2,652,948.44米ドル 1,898,164.38米ドル 90.39米ドル － － 

第８期 1,898,164.38米ドル 1,616,574.16米ドル 89.81米ドル － － 

第９期 1,616,574.16米ドル 1,276,630.18米ドル 98.20米ドル － － 

第10期 1,276,630.18米ドル 891,146.57米ドル 90.93米ドル － － 

第11期 891,146.57米ドル 882,995.08米ドル 90.10米ドル － － 

 

0905 シリーズ 

計算期 元 本 額 純資産総額 一口当たり純資産価格
一口当たり分配金 

金  額 分 配 率 

第３期 400,000.00米ドル 394,103.77米ドル 98.53米ドル － － 

第４期 394,103.77米ドル 387,058.30米ドル 96.76米ドル － － 

第５期 387,058.30米ドル 181,277.50米ドル 90.64米ドル － － 

第６期 181,277.50米ドル 180,798.45米ドル 90.40米ドル － － 

第７期 180,798.45米ドル 197,355.14米ドル 98.68米ドル － － 

第８期 197,355.14米ドル 196,317.48米ドル 98.16米ドル － － 

第９期 196,317.48米ドル 214,953.50米ドル 107.48米ドル － － 

第10期 214,953.50米ドル 199,365.10米ドル 99.68米ドル － － 

第11期 199,365.10米ドル 197,679.43米ドル 98.84米ドル － － 
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Ⅵ．お知らせ 
 

ファンドは、2017年５月31日に満期償還となりました。 
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